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研究成果の概要（和文）：  EUは、東アジアの安全保障にも利益を見出し、経済関係だけでなく、東アジアへのより包
括的な関与を意図している。EUの対外政策は、その特徴である規範的価値（民主主義、法の支配等）の推進に基づくが
、その方針は対中国政策では必ずしも一貫していない。東アジアでは複数の地域的フォーラムが競合しているが、経済
・政治両面での日EU関係の深化は、東アジア諸国間のバランスを変化させ、東アジアの安定に貢献する可能性を有する
。日EU関係の基礎は規範的価値の共有であるが、価値の具体的内容のレベルでは両者は一致していない。相違を認識し
た上で、内容の再構成を目指す対話を継続しながら、様々な分野で協力を進める必要がある。

研究成果の概要（英文）： The EU has continued to have interest in its trade and economic relations with 
the East Asia since 1970s. However, it nowadays finds out its interest in regional security of the East 
Asia, too. The EU’s external policy is guided by normative values and principles, although this policy 
is not necessarily consistent within its attitude towards China. While in East Asia, several regional 
forums are competing one another, the deepening of the EU-Japan economical and political relationship has 
a potential to affect the existing equilibrium among East Asian countries, and to contribute to the 
stability in East Asia. It is believed that the EU-Japan relationship is based upon the sharing of the 
commitment to the same values. However, there is considerable difference between them about their 
understanding of these values. Therefore, while recognizing the existence of their difference, they have 
to continue to have a constructive dialogue in order to reshape the substance of these values.
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１．研究開始当初の背景 
（１）グローバル社会のパワー・シフト 
 中国始め新興国の経済的台頭により、旧来
の国際秩序に変動が生じている。EU は、米
国・EU の経済・金融危機により、欧米の経
済は衰退し、その政治的影響力も低下してい
ると認識している。中国の行動に見られるよ
うに、国際社会における法の支配は崩れる可
能性があるが、新たな秩序は未だ不確定であ
る。 
（２）日本・EU 関係の現状 
 1990 年代前半までの日 EU 関係は、通商
関係が中心であり、貿易摩擦が最大の両者間
の懸案事項であった。その後日 EU は、EU
の脱経済化と、グローバル又は地域的な課題
に対応する国際協力の必要性の増大を背景
に、経済・貿易関係を超えた協力関係を、様々
な非経済的課題について発展させようとし
ている。 
（３）二当事者関係から多当事者関係へ 
 これまでの日 EU 関係は、バイの関係とし
て発展してきたが、中国の経済的台頭・韓国
の通商のハブとしての地位確立といった東
アジア地域の変化を考慮すると、マルチの関
係に視野を広げる必要がある。 
 
２．研究の目的 
 中国の急速な経済的台頭を背景に、日本と
EU の国際協力の可能性を、理念次元（民主
主義・人権尊重など）から具体的政策次元（環
境・移民・競争など）まで、政治学・経済学・
法学の観点から包括的に検討し、今後の日
EU 関係の在り方を提言する。具体的には、 
（１）東アジア諸国の対 EU 政策と、中国と
の通商関係を重視せざるを得ない EU の対東
アジア政策を分析・検討する。検討の対象に
は、東アジア地域の国際協力がもたらす日
EU 関係への影響も含まれる。 
（２）日 EU 関係については、日 EU 間にお
ける理念の共有から具体的政策次元までの
各次元の協力の現状・課題・改善の余地と今
後の政策選択肢を分析する。今後当事者間で
協力が必要となる分野についても検討する。 
（３）日・EU 関係発展のために、政治学・
経済学・法学の分析手法とマルチの視点を総
合して、政策的な提言を検討する。日 EU 協
力の発展は、経済的に正当化され、政治的に
実現可能で、法的に適法に進める必要がある
からである。 
 
３．研究の方法 
（１）第一段階では、リスボン条約体制下の
EU 統合の現状・展望、EU の対外政策を、加
盟国の動向を含めて研究し、EU 側の日本との
協力可能性を特定する。他方、東アジア諸国
間の FTA など、東アジアにおける地域協力の
発展を研究し、EU の東アジア統合への関与、
東アジア諸国の EU 関係を展望する。第二段
階では、第一段階の検討結果を踏まえ、日 EU
協力の課題と可能性を包括的に研究し、マル

チの視点から総合評価したうえで提言を準
備する。 
（２）研究計画を実施するために、国内・国
外での調査（政府・経済界への調査を含む）
を基礎に、国内では定期的に研究会を開催し
て、外部講師の報告とともに、個々の分担者
の研究成果の全体での共有を図る。加えて、
ヨーロッパの研究協力者の援助を得て、国外
での国際会議・ワークショップ（主体的に開
催するものを含む）において、その成果を毎
年報告し、国外の参加者との意見交換により、
その妥当性を検証し、徐々に研究を深化させ
ていく。 
 
４．研究成果 
（１）EU の東アジア政策と日 EU 関係の現状 
①EU の東アジア政策 
 EU の東アジア政策を分析すると、第一に、
EU は、規範的な価値(民主主義、法の支配、
基本的人権)を共有する共同体であり、域外
第三国との関係でも、それらの価値を実現し
ようとする価値外交を基本としている。この
ことは、EU が EPA と SPA を並行して推進する
包括的アプローチを採用していることが示
すように、EUの対外政策を顕著に特徴付けて
いる。第二に、EU は、東アジアとの経済関係
を重視するだけでなく、グローバル・サプラ
イチェーンの成立を背景に、東アジアの安全
保障にも自らが利益を有すると認識し、東ア
ジアへの包括的な関与を意図している。東ア
ジアにおける自然災害・国家間紛争は、EU を
経済的に損なうからである。第三に、EU は、
中国の最大の貿易相手であり、東アジアにお
いて対中国政策を最重視している。EU は、価
値外交の観点から、法の支配に基づく開放社
会への中国の移行を支援しているが、必ずし
も成果は十分ではない。他方、中国の対応に
係らず、経済的必要性を優先させて、中国と
の戦略的パートナーシップを維持しており、
価値外交を硬直的に実施するわけでもない。
なお、中国への対応を含めて、外交政策につ
いては、EU と加盟国間に相違も存在し、EU
とは別に、個々の加盟国の政策を検討する必
要がある。 
②東アジアの地域協力 
 日本を取り巻く東アジアにおける地域協
力は、複数の法的には拘束力の弱い又はない
地域制度が林立する形で進行している。非拘
束的フォーラムの限界が明らかになり、法制
度化の必要性が認識されているが、領土問題
等に端を発した、日中・日韓間の政治的緊張
のため、FTA 交渉等は継続し、さらに日中韓
三国協力のような地道な努力が進められ、今
後の発展の余地は残されているものの、本科
研費期間中に顕著な進展はなく、将来の展望
もなお不透明である。アジア・太平洋地域全
体としては、TTP による新たな枠組みが形成
されつつあるが、東アジア地域に限れば、中
国の海洋進出、既存の国際秩序を迂回し、又
は選択的にのみ受け入れようとする中国の
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アプローチにより、当分の間緊張関係は継続
するのではないかと推測される。 
③日 EU 関係の現状と課題  
これに対し、日 EU の通商・投資関係は、

両当事者にとって相当な比重を占め、1990 年
代以降、制度化も部分的に進展しているが、
なお障壁は残存し、他方、中国経済の急拡
大・日本企業の国際競争力の全般的低下等に
より、EU 側において、日本の相対的存在感と
日本への関心は低下傾向にある。交渉中の日
EUEPA が、残存する関税障壁とともに、それ
以外の非関税障壁を除去し、両当事者の市場
をより深く統合することに成功すれば、日 EU
双方の経済の活性化に資することになる。 
④グローバル秩序と日 EU 関係 
 21 世紀の国際社会は、20 世紀と異なり、
多極的な様相を呈し、グローバル秩序は、グ
ローバルな規制に加えて、複数の地域・二国
間の規制の結合によって構成されている。そ
して、ヨーロッパでも東アジアでも、複数の
異なる地域主義又多国間主義が微妙なバラ
ンスの中で競争関係にあるところ、日 EU 関
係の進展又は停滞は、それらの競争に影響を
及ぼす可能性を有している。 
（２）理念の共有 
 日 EU は、国際社会における法の支配に共
通の利益を見出していると理解されており、
両者はともに、日 EU が民主主義・基本的人
権の尊重などの基本的価値を共有すること
を、しばしば強調している。しかし、そのよ
うな価値の共有の一面的な強調には陥穽が
ある。第一に、日 EU 間では、法の支配・基
本的人権、さらに立憲主義の理解に関して無
視できない相違がある。確かに、日本は西欧
起源の基本的価値を受容し、内面化している
が、その理解は、EU の一般的理解とは異なる。
第二に、このような理念的相違は、単に両者
の領域内だけでなく、国際秩序の在り方への
認識の相違にも繋がる。例えば、近時、EU 内
では、国境を超えたグローバルな領域におけ
る立憲主義の議論が研究者間で盛んである
が、日本の研究者は、グローバル立憲主義へ
の警戒感は根強く、むしろこの点では、中国
の研究者との認識の共通性が看取できる。 
 以上の点に鑑みれば、日 EU は、国際法に
従った紛争の平和的解決等の主張を共有し
ているが、他方でその価値の共有は、公式に
表現されるほど強固ではないことが認識さ
れなければならず、価値の共有に、安易に両
者の関係を基礎付けることは妥当ではない。
特に、日本で憲法改正が実現した場合、両者
の矛盾はより明確となる。但し、基本的価値
の共有に基づくと信じられている EU でも、
近時、ハンガリー・ポーランド等、21 世紀に
加盟した新規加盟国において、価値の共有に
疑念を抱かせる憲法状況が発生している。価
値の共有は、本質的に程度問題であり、これ
らEU内における価値の共有の実質の変化は、
日 EU 関係にも影響するので、今後の推移に

注目する必要がある。 
（３）具体的政策次元における協力 
①国際通商・経済制度 
 日 EU 協力の基本的方向性は一致している
が、東アジアにおける非拘束的フォーラムに
よる地域間協力の法制度化の必要、TTP, TTIP
など日米、EU 米間の FTA、そして日 EUEPA 交
渉を考慮すると、国際通商秩序は、WTO を前
提にしながらも、大市場間のメガ FTA が連携
する時代に入りつつあり、日 EUEPA もそれ自
体単独で存在するわけではない。 
②安全保障 
 政治・安全保障面では、日 EUEPA と同時に
戦略的パートナーシップ協定(SPA)が交渉さ
れている。EU は、EPA と政治協定を連携させ
る方針を一貫させており、EU 韓、EU カナダ
の協定が示すように、SPA 違反が EPA の停止
を惹起することに注意が必要である。特に、
前述のように、死刑問題だけでなく、日 EU
間の基本的価値の認識に齟齬があることが、
不安定要因として留意されねばならない。 
③様々な分野における協力 
 日 EU 間では、既に、通商以外の様々な分
野で協力を開始しており、アフガニスタンで
の警察訓練・ソマリア沿岸での海賊対策など、
第三国での共同行動も見られる。今後一層の
協力が見込まれる分野としては、気候変動・
国際テロに加えて、人道援助、自然災害によ
る被害の予防、緊急援助(途上国での自然災
害への救援)、途上国における法整備支援等
での協力の実現可能性が高く、また必要性も
強い。特に、アジア・太平洋地域での協力に
も可能性がある。 
（４）日 EU 関係とグローバル秩序 
 本研究の成果を前提に、今後の日 EU 関係
について幾つかの提言が考えられる。 
①� 通商・経済分野 
第一に、経済的には、1990 年代までと異な

り、経済関係を、日 EU 二当事者間だけで発
想することには限界がある。本研究開始後、
アジア・太平洋地域では、アメリカ、オセア
ニア諸国をも巻き込んだ TPP が締結され、EU
アメリカ間の TTIP, 東アジアでも RCEP が交
渉中である。これらの大市場国間の FTA 等と
連携を図り、インターリージョナリズムへの
移行が必要である。メガ FTA の連携は、ドー
ハ・ラウンドの失敗により停滞している WTO
を再度活性化させる可能性があり、メガ FTA
の連携とともに、WTO によるマルチの枠組み
の再構築をも展望して、個々の FTA の内容を
考える必要がある。なお、EPA については、
日 EU 間の商品貿易の比重低下に鑑み、特に
直接投資促進の面を重視すべきであるとも
に、経済統合を深化させるために、規制協力
が必要である。また、既存の FTA の利用が大
企業に偏っている現状を考慮すれば、中小企
業がFTAの利益を享受できるシステムの整備
も必要である。 
②安全保障分野 
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 第二に、政治的には、対中国政策の観点か
らの日 EU 関係、特に SPA の意義を認識する
必要がある。北東アジアの安全保障協力は十
分に制度化されていないところ、EU は、ASEAN
地域フォーラム、ASEAN 拡大外相会議に既に
参加しており、また、東アジアに直接的利害
関係が明確ではないため、他の当事者が果た
せない役割を果たすことができる。EU 自体も
新たな脅威に対応するための日 EU のより包
括的な連携に前向きである。これまで日本は、
政治協定に消極的であったが、SPA の枠組み
の下で、日 EU の政策調整を発展させ、中国
との関係において、より影響力を発揮できる
可能性がある。法的拘束力のある SPA の積極
的な利用が、東アジアにおけるマルチの危機
低減メカニズム創設を展望しながら、構想さ
れるべきである。 
③基本的価値の具体化の過程 
 第三に、日 EU 政治協力の基礎は、基本的
価値の共有にあるが、それらの価値の具体的
内容こそが重要であり、日 EU 間において、
具体的内容に関する一致点を形成するため
の方法・手続が検討されねばならない。一方
の理解を相手方にそのまま受容させようと
するのではなく、双方の理解の相違を前提と
しながら、両者の見解を接近させるための建
設的な対話の継続が求められる。 
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